
東京都家庭向け助成事業の制度構築検討業務委託募集要領 

（制定）令和８年 ８月 17日付 ８都環公地温第 4059 号 

 

１ 件名 

東京都家庭向け助成事業の制度構築検討業務委託 

 

２ 目的 

公社が実施する家庭向けの省エネルギー・再生可能エネルギー設備等に係る助成事業は、令和

９年度末をもって終了する。 

現行の助成事業における申請数は事業開始以降増加し続け、年間申請件数は 10万件を超えて

いる。それに伴って事業の継ぎ足しによる制度及び申請手続の複雑化などの課題も顕在化しは

じめており、現行システム及び運営体制を見直す必要性がある。 

本業務委託では、令和 10年度以降の助成事業について、現行の枠組みにとらわれずゼロベー

スから再構築するため、現行業務の可視化及び課題分析、制度の見直し及び業務改革（ＢＰ

Ｒ。以下「業務改革」という。）、新システムの要件定義（案）並びに概算の費用規模の算出

及び工程表の策定までを、専門的な知識を有し業務経験豊かな事業者へ委託するものである。 

 

３ 契約期間 

契約確定日から令和９年３月 31 日まで 

 

４ 委託内容 

別添「仕様書」のとおり 

 

５ 契約上限額 

50,000,000 円（消費税及び地方消費税を含む） 

 

６ 事業者選定までのスケジュール 

実施項目 実施時期・期間 

（１）募集要領及び仕様書の公示 令和８年８月 19日（水） 

（２）応募申出の受付 令和８年８月 19日（水）から８月 26日（水）正午まで 

（３）質問事項の受付 令和８年８月 19日（水）から８月 26日（水）正午まで 

（４）質問事項の回答 令和８年８月 28日（金）まで 

（５）応募の辞退 令和８年９月４日（金）まで 

（６）企画提案書等の提出 令和８年８月 31日（月）から９月８日（火）正午必着 

（７）企画審査会の開催 令和８年９月 16日（水）（予定） 

（８）審査結果の通知 令和８年９月 24日（木）（予定） 

 

７ 企画提案の応募資格 

応募する事業者は、次の条件を全て満たすものとする。 

（１）本業務を遂行するために必要とされる資格・業務経験を有する者を配置することができ

る者であること。 

（２）本業務を円滑に遂行するために必要な体制を確保できる者であること。 

（３）官公庁及び自治体での同類の業務（政策立案若しくは制度設計、脱炭素若しくはエネル

ギー政策又は行政ＤＸ若しくは業務改革に関する業務をいう。）の実績を有し、過去３年

以内に情報漏洩をしていないこと。また、ＩＳＯ27001又はプライバシーマーク（以下

「Ｐマーク」という。）若しくは同程度の情報セキュリティマネジメントシステム規格を

有していなければならない。 

（４）個人情報保護方針及び情報セキュリティに関する基本方針を策定し、自社のウェブサイ

ト等により外部に公表していること。 

（５）会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法



（平成 11年法律第 75号）に基づく再生手続開始の申立て又は破産法（平成 16年法律第

75号）に基づく破産手続開始の申立てがなされていないこと。 

（６）法人税、消費税及び地方消費税並びに東京都の都税について、滞納がないこと。 

（７）東京都競争入札参加有資格者指名停止等取扱要項（平成 18年４月１日付 17財経総第

1543号）に基づく指名停止又は競争入札参加資格の取り消しの期間中でないこと。 

（８）次に掲げる個人又は団体でないこと。 

① 暴力団（東京都暴力団排除条例（平成 23年東京都条例第 54号。以下「暴排条例」と

いう。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

② 暴力団員等（暴排条例第２条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に規定する暴

力団関係者をいう。以下同じ。） 

③ 法人その他の団体の代表者、役員又は使用人その他の従業者若しくは構成員に暴力団

員等に該当する者があるもの 

④ 東京都契約関係暴力団等対策措置要項（昭和 62年１月 14日付 61財経庶第 922号）

第５条第１項の規定に基づく排除措置の期間中である者 

（９）応募資格は、企画提案書等の提出時から契約締結時までの間、継続して満たしているこ

と。これらを満たさなくなった場合は、失格とし、又は選定を取り消すことがある。 

 

８ 応募方法 

応募者は、応募を「６ 事業者選定までのスケジュール（２）応募申出の受付」の期日ま

でに以下に記載の認証用メールアドレスの登録後、応募受付フォームから行うこと。 

（１） 提出方法 

認証用メールアドレス 

ＵＲＬ：https://cnt-tokyo-co2down.form.kintoneapp.com/public/r10-proposal-

mailform 

※ブラウザ上でデータを開く場合、URLリンクが正しく機能しないおそれがあります。 

 その場合、PDF データをダウンロードのうえ、PDFビューワーより起動してください。 

 

応募受付フォームＵＲＬ 

ＵＲＬ：https://cnt-tokyo-co2down.form.kintoneapp.com/public/r10-proposal-

receptionform 

※ブラウザ上でデータを開く場合、URLリンクが正しく機能しないおそれがあります。 

 その場合、PDF データをダウンロードのうえ、PDFビューワーより起動してください。 

 

応募受付フォームの各項目を入力し、送信すること。 

（２）その他 

応募受付フォーム以外の方法では受け付けない。 

フォームの送信が完了した場合は、入力されたメールアドレス宛てに自動で受付通知を送

信する。 

 

９ 質疑の受付と回答 

応募者は本業務内容において、質疑がある場合は「６ 事業者選定までのスケジュール（３）

質問事項の受付」の期日までに以下に記載の質問フォームから入力を行うこと。 

（１）提出方法 

質問フォームＵＲＬ 

ＵＲＬ：https://cnt-tokyo-co2down.form.kintoneapp.com/public/r10-proposal-

contactform 

※ブラウザ上でデータを開く場合、URLリンクが正しく機能しないおそれがあります。 

 その場合、PDF データをダウンロードのうえ、PDFビューワーより起動してください。 

 

質問フォームの各項目を入力し、送信すること。 

（２）その他 
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・質疑に対する回答は、「６ 事業者選定までのスケジュール（４）質問事項の回答」の

期日に、応募者全員にメールにて通知する。 

・質問フォーム以外の方法では受け付けない。電話、電子メールその他フォーム以外の方

法による質問は一切受け付けない。 

・フォームの送信が完了した場合は、入力されたメールアドレス宛てに自動で受付通知を

送信する。 

・質問フォームは、企画提案書等の提出期限（令和８年９月８日（火）正午）まで開設す

る。ただし、「６ 事業者選定までのスケジュール（３）質問事項の受付」の期日を過

ぎて提出されたものについては、質疑応答としての回答は行わず、提出手続に関する事

務的な連絡にのみ対応する。 

 

10 応募の辞退 

応募者は、応募を辞退する場合は「６ 事業者選定までのスケジュール（５）応募の辞退」の

期日までに、応募受付フォームから辞退の申出を行うこと。 

 

11 提案書等の提出 

応募者は、「６ 事業者選定までのスケジュール（６）企画提案書等の提出」の期間内に提案

書受付フォーム①の各項目を入力後、以下の資料を①から⑤までのフォームから提出するこ

と。また、本選考は業務適格者を選定するものであるため、具体的な業務は、企画提案書等に

記載された内容を反映しつつも、公社と協議に基づいて実施する。 

提案書受付フォームＵＲＬ 

提案書受付フォームは、次のとおり分けて用意する。１フォームあたりの添付ファイルの

合計容量は 10ＭＢまでとする。 

提案書受付フォームＵＲＬ 

ＵＲＬ：https://cnt-tokyo-co2down.form.kintoneapp.com/public/r10-proposal-

review-committee 

※ブラウザ上でデータを開く場合、URLリンクが正しく機能しないおそれがあります。 

 その場合、PDF データをダウンロードのうえ、PDFビューワーより起動してください。 

 

（１）提出書類一覧 

ア 企画提案書（任意様式）・・・・・ＰＤＦ Ａ４横 

会社名や商品名等が特定できる表記があるものとそれらを表記しないものをそれぞれ

提出すること。 

(ア) 表紙・・・１枚 

  中央に件名を記載すること。 

(イ) 本委託業務に対しての実施体制、業務の進め方、制度及びシステムの設計に係

る複数の選択肢の比較検討の手法、情報セキュリティ対策、進捗管理の方法及び

独自提案・・・38枚まで 

(ウ) 実施スケジュール・・・１枚 

イ 応募事業者の会計決算書（貸借対照表・損益計算書）・・・・・ＰＤＦ 

対象年度は令和５年度、令和６年度及び令和７年度の３年間とする。 

ウ 見積書（任意様式）・・・・・ＰＤＦ 

(ア) 見積書の宛名は、「公益財団法人東京都環境公社 理事長」とする。 

(イ) 見積書には経費内訳書を添付すること。なお、内訳書がない場合は、当該見積

書を無効とする。 

(ウ) 内訳書は、仕様書別紙「業務詳細」１ 業務概要の（１）から（６）までの区

分ごとに作成すること。 

(エ) 内訳書に出精値引きを記載しないこと。 

(オ) 見積金額は、「５ 契約上限額」に記載した額の範囲内とし、仕様書に示す内

容を全て満たすことを条件とした金額とすること。また、契約締結までにかかる

すべての費用は受託者の負担とする。したがって、参加事業者からの付記条件等
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を記述してはならない。 

エ 現在事項全部証明書（写し）・・・・・ＰＤＦ 

提出日から３か月以内の法務局が発行したものとする。 

オ ＰマークやＩＳＭＳ認証（ＪＩＳ Ｑ 27001）等の認証を取得していることがわかる

書類・・・・・ＰＤＦ 

Ｐマーク使用許諾証やＩＳＭＳ認証登録証の写し等。 

カ 受託実績事業の契約書の写し・・・・・ＰＤＦ 

提案書受付フォームにおける業務実績内容に記載された案件ごとに契約書の写しを提

出すること。 

（２）注意事項 

ア 提案書受付フォームの申請内容と提出された書類については審査委員に必要に応じて

共有する。 

イ 企画提案書に記載された提案内容に係る一切の経費は全て見積書に含めるものとす

る。 

ウ 提出された企画提案書は返却しない。 

エ 会社名等を表記しない企画提案書については、社名、ロゴマーク、コーポレートカラ

ー、背景色等の参加団体名並びに参加団体を特定及び類推できる事項を一切記載しな

いこと。違反があった場合は、失格となる場合がある。 

オ 電子申請フォームに添付するファイルは、１フォームあたりの合計容量を 10ＭＢま

でとする。①から④までで容量を超える場合は⑤を使用し、なお超える場合は「９ 

質疑の受付と回答」に記載の質問フォームから連絡すること。 

カ フォームの送信が完了した場合は、入力されたメールアドレス宛てに自動で受付通知

を送信する。受付通知が届かない場合は、送信が完了していないおそれがあるため、

「９ 質疑の受付と回答」に記載の質問フォームから連絡すること。 

キ 提案書受付フォーム以外の方法では受け付けない。 

 

12 企画審査会の開催・審査方法 

（１）開催日程 

令和８年９月 16 日（水）予定 

（２）開催場所 

公社が指定する場所にて実施予定 

（３）審査時間 

40分（説明 20分、質疑応答 20 分） 

（４）説明方法 

ア 事前に提出した企画提案書を用いてプレゼンテーション及び質疑応答を行うこと。 

イ 必要に応じて、会場内に設置されたモニターを使用してもよいものとする。なお、モ

ニターを使用する際は、各自でパソコンを持参し、公社が準備したＨＤＭＩケーブル

で接続の上投影すること。 

ウ 審査会当日、審査員に対して事前提出書類以外の資料を配布することは禁止する。 

エ 審査は、参加団体及び参加団体を特定できる事項の記載のない企画提案書を基に実施

する。 

オ 審査員は、電子申請フォームにより提出された電子データを画面上で閲覧して審査を

行う。紙による資料の配付は行わないため、画面上での判読性に留意して作成するこ

と。 

（５）選定方法 

企画提案書等の提出書類及び審査会での内容に基づき審査を行い、公社が想定する基準を

満たし、総合点の最も高い提案をした団体を選定する。ただし、選定に当たっては、公社

が定めた仕様書の内容を満たしていることを条件とする。 

（６）注意事項 

ア 出席者は各社５名以内に限る。 

イ 企画審査会の詳細（集合時間、集合場所等）は別途連絡する。 



ウ 指定された時刻の５分前には、集合場所に待機すること。開始予定時刻に遅刻した場

合は、辞退とみなす場合がある。 

エ プレゼンテーションは、所定の時間を厳守すること。時間を超過した場合、説明の途

中であっても打ち切る場合がある。 

 

13 審査基準 

別添「落札者決定基準」のとおり 

 

14 審査結果通知 

審査会に参加した全ての応募者に対し、原則、審査会終了の３営業日後に通知する。 

 

15 選定された企画提案者の責務 

選定された企画提案者は、別途公社との間で委託契約を締結するものとする。契約は、公社の

標準委託契約書によるものとし、契約約款に定めのない事項については、仕様書の定めるとこ

ろによる。 

 

16 その他 

（１）企画提案応募及び企画提案書作成に要する全ての費用は、応募者の負担とする。 

（２）採用された企画提案の提出物に係る所有権及び著作権（著作権法（昭和 45年法律第 48

号））は公社に帰属するものとする。なお、企画提案の実施に当たり、第三者の権利に係

る著作物を利用する場合においては、当該著作物に係る一切の権利処理は採用された応募

者の責任において行うものとする。 

（３）本案件は、企画提案書に加えて見積書及び経費内訳書の提出を求めている案件であるた

め、委託契約の締結手続きに伴う見積書は、企画提案書とともに提出された経費内訳書に

記載された金額以下とすること。 

（４）審査経過等に関する問い合わせに応じないとともに審査結果についての異議申し立ては

一切受け付けない。 

（５）本件は、公社契約事務規程第６条に定めるプロポーザル方式により実施する。 

（６）契約保証金及び入札保証金は徴収しない。 

 

17 問合せ先 

公益財団法人東京都環境公社 

〒163-0817 東京都新宿区西新宿２－４－１ 新宿ＮＳビル 17階 

温暖化対策推進課 創エネ支援チーム 

 

※本募集に関する問合せは、「９ 質疑の受付と回答」に記載の質問フォームから行うこと。 

※電話及び電子メールによる問合せは一切受け付けない。 



別 紙 

企画提案書作成要領 

 

１ 企画提案書の様式 

（１）企画提案書は任意様式とし、ＰＤＦ（Ａ４横）で作成すること。 

（２）表紙１枚（中央に件名を記載）、本文及び実施スケジュール１枚で構成すること。本文

の枚数は「11 提案書等の提出」（１）ア（イ）のとおりとする。 

（３）会社名や商品名等が特定できる表記があるものと、それらを表記しないものをそれぞれ

作成すること。 

（４）審査委員は提出された電子データを画面上で閲覧して審査を行うため、文字の大きさ

等、画面上での判読性に留意すること。 

 

２ 企画提案書の内容 

別添「評価項目、評価の観点及び配点」及び以下の観点を参考に提案を行うこと。 

（１）企画案 

・本業務の目的を踏まえ、令和 10年度以降の助成事業の再構築に向けて達成すべき目標

の提案 

・仕様書別紙「業務詳細」の４つのフェーズを通じた業務の進め方の提案 

・制度及びシステムの設計に係る複数の選択肢（最低３案）の立案及び比較評価の手法の

提案 

・不正防止及び審査期間の短縮に資する重点テーマの検討方針の提案 

（２）実施計画 

・契約締結から令和９年３月末までの具体的なスケジュールの計画 

・会議体（Ｍ１からＭ６まで）における報告・協議の進め方及び進捗管理の方法 

（３）実施体制等 

・事業実施を可能とする経営規模の提示（資本金、自己資本比率、業績等） 

・事業実施を可能とする体制の提示（人員配置、役割分担、業務プロセス等） 

・類似業務を受託したことがある際は、その内容及び実績 

（４）調査・分析の方法 

・関係者への聞き取り、過去実績の分析、他の自治体の事例の調査等の具体的な進め方 

（５）上記のほか、本業務の目的を達成するために独自の企画提案があれば記載すること。 

 

【提出様式】 

本募集において応募者が使用する様式は定めない。応募申出、質問、辞退及び提案書等の提出

は、いずれも電子申請フォームの入力項目により行う。企画提案書、見積書等はＰＤＦにより

フォームに添付すること。 

※ 会社概要、業務実績及び実施体制は、提案書受付フォームの入力項目とする。 


